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⚫ 省エネ・再エネ設備の導入や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認証
する制度。経済産業省・環境省・農林水産省が運営。中小企業等の省エネ・低炭素投資等を促進するとと
もに、クレジットの活用により国内の資金循環を生み出すことで、経済と環境の好循環を促進する。

Ｊ－クレジット制度の概要
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⚫ 様々な排出削減・吸収事業が対象であり、誰でもJ-クレジット創出者になることができる。

⚫ 規定されている方法論（削減方法）であれば、J-クレジットの創出が可能。
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J-クレジットを創るには



⚫ 方法論とは、温室効果ガスを削減する技術や方法ごとに排出削減算定方法やモニタリング方
法等を規定したもので、現在、68の方法論を承認（2023年2月時点）。
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方法論一覧



⚫ プロジェクトの登録形態は「通常型」と「プログラム型」の２種類がある。通常型は事業所等
における削減活動を１つのプロジェクトとして、プログラム型は個人や中小企業等の小規模な
削減活動を取りまとめて１つのプロジェクトとして登録できる。
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プロジェクトの形態について

【プログラム型のメリット】

①単独ではプロジェクト登録が非現
実的な小規模な削減活動から、Ｊ－
クレジットを創出することが可能

②登録後も、削減活動を随時追加
することで、プロジェクトの規模を拡
大することが可能

③登録や審査等にかかる手続・コ
ストを削減することが可能

【想定されるプロジェクト登録者】
①燃料供給会社
②商店街組合/農協
③設備販売/施工会社
④補助金交付主体（自治体等）

プログラム型プロジェクトの例



⚫ クレジット認証は太陽光発電、木質バイオマス、コージェネレーション、ボイラーを中心に行わ
れている。

2023年1月13日時点の実績

適用方法論分類

7

通常型 プログラム型

適用方法論分類

太陽光発電,110回, 

443.2万t-CO2

コージェネレーション,26回,

87.1万t-CO2

電気自動車,16回, 14.7万t-CO2

照明設備,27回, 11.8万t-CO2 ボイラー,2回, 0.8万t-CO2

その他,27回, 0.8万t-CO2

合 計
558.5万t－CO2

木質バイオマス,213回,

119.3万t-CO2
ボイラー,257回, 

62.0万t-CO2

工業炉,25回, 

26.7万t-CO2

森林経営活動,96回, 

15.0万t-CO2

廃棄物由来燃料,1回, 

5.5万t-CO2

その他,297回, 

30.7万t-CO2

合 計
259.3万t－CO2

【参考】認証量・認証クレジットの方法論別内訳（移行含む）



４．クレジット創出の流れ（概要版）と各種サポート
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J-クレジット創出の流れ
⚫ J-クレジットを創るには、プロジェクト計画書を作成し、登録（審査）を受ける必要がある。
⚫ プロジェクト登録後、削減活動のモニタリング報告書を作成し、認証（検証）を受け、J-クレジ
ットが創出される。



【参考】国・事務局による手続支援について

プロジェクト計画書作成に関する支援

支援対象者 • 中小企業基本法の対象事業者

• 自治体

• 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、医療法人、福祉法人、学校法人等）

支援条件 • 1事業者当たり1方法論につき1回限り

• 方法論あたりのCO2削減・吸収見込量が年平均100t-CO2以上の事業であること

⚫ 支援対象者・支援条件を満たすことで、手続支援を利用可能

⚫ 支援内容は毎年度見直しあり

審査費用に関する支援

妥当性確認（プロジェクト登録に関する審査） 検証（クレジット認証に関する審査）

支援内容 • 審査（妥当性確認）に係る費用を80％支援

• プロジェクト実施者負担額が20万円を超える場合は、
20万円を超える分も支援

※ただし、1件当たりの支援額には上限あり

• 審査（検証）に係る費用を100％支援

※ただし、1件当たりの支援額には上限あり

支援対象者 • 中小企業基本法の対象事業者

• 自治体

• 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、医療法人、福祉法人、学校法人等）

支援回数 • 通常型：1事業者当たり同一年度内に2回まで

• プログラム型：1運営・管理者当たり同一年度内に2
回まで

※ただし、同じ方法論で２回受けることは不可。

• 通常型：1事業当たり2年度内に1回まで

• プログラム型：1事業当たり同一年度内に1回まで

支援条件 • CO2削減・吸収見込量が年平均100t-CO2以上の
事業であること。

• 認証申請当たりのCO2排出削減・吸収量が100t-
CO2以上であること。

※審査費用支援の執行額が予算上限額に達した場合、年度途中で受付を終了する場合があります 9



プロジェクト登録件数・クレジット認証回数の推移（累積）

※各グラフの値は旧制度からの移行分を含む。

※移行PJを含む

⚫ プロジェクト登録件数 累計944件

⚫ クレジット認証回数 累計1012回 認証量 累積約818万t-CO2

（件、回） （万t-CO2）

クレジット認証実績量の推移（累積）

2023年1月13日時点の実績
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【参考】 J-クレジット制度 登録・認証の状況
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⚫ クレジット売却方法は、「①相対取引」と「②入札販売」の２つがある。

• 相対取引：制度HPに売り出しクレジットを掲載、または仲介事業者を利用

↓ （掲載後６カ月以上経過しても取引が成立しない場合）

• 入札販売：政府保有クレジットと合わせて、入札を実施

９．クレジットの売買について
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クレジットの売買について



⚫ 2021年1月実施の第12回J-クレジット入札販売では、35万t-CO2の販売量に対し、
約70万t-CO2の入札。 第３回から落札加重平均販売価格は上昇傾向。

⚫ J-クレジット入札販売の推移から、クレジットの需要が高まっていることが分かる。

９．クレジットの売買について

※入札の詳細について、制度事務局HPをご覧ください。

販売量及び超過入札量の推移
（応札倍率）

平均落札価格の推移

※第１回、第２回の入札量は非公表
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【参考】入札販売の動向
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【参考】カーボン・クレジット市場実証の概要

相対取引

取引所取引（実証）

売手 買手

価格公示

流動性向上

カーボン・クレジット市場

売手 買手

▼9/22に実証開始のセレモニーを開催

×価格公示機能なし
×流動性低

⚫ カーボン・クレジットの活用は、炭素削減価値の移転により社会全体での費用効率的な排出削
減を実現しつつ、取引価格が企業の脱炭素投資の目安として機能する点で重要。

⚫ 一方、国内クレジットは相対取引が主であり、流動性の低さと価格公示がされない点が課題。

⚫ そのため、令和３年度補正予算事業において、経産省から東京証券取引所に委託し、昨年９
月から本年1月末まで国内事業者間で多く取引されているJ－クレジットを対象とした取引所取
引を試行的に実施。市場設計に向けた技術的検討を行い、来年度からの市場の立ち上げを目
指す。



• Ｊ－クレジットは国内の法制度への報告、海外イニシアチブへの報告、企業の自主的な取
組み等、様々な用途への活用が可能。近年、活用量・需要規模が大きいのは「小売電気
事業者の排出係数の調整」と「CDP及びRE100への報告」。

• 温室効果ガス排出の削減や再エネ電力の調達について、自社の努力だけでは賄うことができ
ない部分をＪ－クレジットを活用してカバーすることが可能。

15

クレジットの活用（使用）
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• 水素・アンモニアを熱源設備や発電設備を使用することで、化石燃料や系統電力の
代替分をＪ－クレジットとして認証。

• 使用する水素・アンモニア燃料を製造するエネルギーが、(再エネ由来)であれば再エ
ネ、(非再エネ由来)であれば省エネ、と創出できるＪ－クレジットの種類が分類される。

新方法論① 水素・アンモニアによる化石燃料又は系統電力の代替

※1：製造設備の使用などに係る排出は要計上
※2：原料の運搬、前処理、キャリア変換、

圧縮・冷却、水素・アンモニアの運搬等
※3：J-クレジット制度の要件を満たさない再エネ

自家消費などの場合も該当
※4：廃熱の活用等の場合が”×”に該当
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• 水素燃料電池車を導入することで、化石燃料や系統電力の代替分をＪ－クレジッ
トとして認証。

• 使用する水素燃料を製造するエネルギーが、(再エネ由来)であれば再エネ、(非再エ
ネ由来)であれば省エネ、と創出できるＪ－クレジットの種類が分類される。
【適用条件】

①水素燃料電池車を導入すること。

②ベースラインの設備（＝自動車）を特定できること。

③プロジェクト実施後の水素充填履歴と重点場所ごとの水素を特定できること。

④副生水素を利用する場合、未利用のものであること。

新方法論② 水素燃料電池車の導入
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• 工業用潤滑油としてバイオ潤滑油（バイオマス由来成分を含む潤滑油）を使用す
ることにより、使用済みとして廃棄される化石由来潤滑油の焼却又は原燃料使用に
伴うCO2排出量の削減分をJ-クレジットとして認証。

【適用条件】
①工業用潤滑油としてバイオ潤滑油（バイオマス由来成分の量を特定できる工業用潤滑油）を使用すること。
②バイオ液体燃料の原料は、未利用の有機資源、資源作物であること。

新方法論③ バイオ潤滑油の使用
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J-クレジット制度パンフレット

⚫ 北海道経済産業局では、J-クレジットパンフレットを作成。

制度の概要やJ-クレジット創出手続に関する情報を網羅。



９．クレジットの売買について
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写真１
セミナー会場（札幌国際ビル国際ホール）

写真２
会場入口に来場者オフセット証明書を掲示

●セミナーでは、制度概要、最新動向の説明、全国の事例紹
介のほか、北海道においてJ－クレジットの創出が期待される
「バイオ炭」と「森林クレジット」についての紹介を実施。

●J－クレジット創出・購入等に関する個別相談会も実施。

⚫ 当局では、J－クレジットの創出、カーボン・オフセットの推進、地域におけるJ－クレジット制
度の認知向上と普及を図るため、道内自治体、事業者向けセミナーを毎年度開催。

⚫ 今年度は11月30日に開催し、会場・オンラインから約200名が参加。

J-クレジット活用セミナー



９．クレジットの売買について

23専用サイト：https://www.hkd.meti.go.jp/hokni/jcredit/index.htm

⚫ 当局では、Jークレジットの制度概要や関連するNEWS、道内におけるJ－クレジットの創
出事例や活用事例等を発信する「Ｊ－クレジット制度 専用サイト」を運営。

J-クレジット制度 専用サイト

https://www.hkd.meti.go.jp/hokni/jcredit/index.htm
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⚫ 経済産業省では2022年2月1日にGXリーグ基本構想を発表。
※GXは「グリーントランスフォーメーション」の略。

⚫ 2050年カーボンニュートラルや、2030年の国としての温室効果ガス排出削減目標の達成
に向けた取組を経済の成長の機会と捉え、排出削減と産業競争力の向上の実現に向け
た、経済社会システム全体の変革を目指す。

⚫ 2023年4月からの本格稼働に向け、2022年度は準備期間として賛同企業（電力、運
輸業等、658社（2022年12月31日現在））をまじえた議論により準備を進めている。

GXリーグについて

GX情報関連リンク集：https://gx-league.go.jp/topic/#mtg01 25

https://gx-league.go.jp/topic/#mtg01


（引用）2023.2.1 GX-ETSの概要

GXリーグにおける主な活動
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27（引用）2023.2.1 GXリーグ活動概要



28（引用）2023.2.1 GXリーグにおける第１フェーズのルール



（引用）2023.2.1 GX-ETSの概要

2023年度のスケジュール

29



GXリーグ参画企業の募集開始

⚫ 令和5年2月1日～4月28日の期間においてGXリーグ事務局は参画企業を募集。

⚫ GXリーグ参画企業には、①自らの排出量削減（GX-ETSにおける削減目標の策定・取
組公表）、②サプライチェーンでの取組（サプライチェーン上流の事業者に対する排出量
削減の実施等）、③グリーン市場創出（幅広い主体との気候変動の取組に対する対話
、グリーン市場拡大の取組の実施等）

（引用）2023.2.1 GXリーグ参画要綱 30

【参画募集期間】（第1フェーズ）
2023年度：2月1日～4月28日
2024年度：1月1日～2月29日
2025年度：1月1日～2月28日
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GX実現に向けた基本方針についての説明会・意見交換会を開催します

⚫ 北海道経済産業局では、昨年12月に取りまとめられたGX実現に向けた基本方針につい
て、エネルギー政策を中心に説明会・意見交換会を2月15日に開催します。

⚫ 将来のエネルギーの安定供給と産業競争力の強化の両立を図る対策のうち、主にエネル
ギー政策を中心とした内容を予定しております。

開催概要

【日時】 2023年2月15日（水）14:00～15:30

【場所】 TKP札幌駅カンファレンスセンター ホール3A

（札幌市北区北7条西2丁目9）

【定員】 会場：50名、オンライン：100名（先着順、参加無料）

【対象】 個人・企業・団体 等

【主催】 経済産業省北海道経済産業局

プログラム

14:00～ 開会・挨拶
14:05～ 「ＧＸ実現に向けた基本方針」の説明

説明者：経済産業省 資源エネルギー庁 長官官房 総務課
需給政策室長 廣田 大輔

14:55～ 意見交換
15:30 閉会

申込方法・お問い合わせ先

E-mailにて、所属組織、役職、氏名、メールアドレス、電話番号、
会場参加またはオンライン参加を記載し、以下の申込先までお送りください。

北海道経済産業局 資源エネルギー環境部 資源エネルギー環境課
TEL：011-709-2311（内線2702、2703）
E-mail：bzl-hokkaido-shigen@meti.go.jp

申込締切：2023年2月13日（月）

当局ホームページ：
https://www.hkd.meti.go.jp/hokpp/20230123/index.htm

【参考】ＧＸ実行会議（内閣官房のウェブサイト）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html

mailto:bzl-hokkaido-shigen@meti.go.jp
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